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一 国際刑事裁判と「指導者」処罰  
（一）大規模人権侵害と国際刑事裁判  
（二）指導者処罰と上官責任  








第１章 上官責任の歴史的展開  
一 はじめに  
二 山下裁判  
（一）前史  
（二）山下裁判の概要  
（三）山下裁判の評価   
三 他の戦犯裁判  
（一）課題Ａ：上官概念の拡大  
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（二）課題Ｂ：主観的要件の基準  
（三）課題Ｃ：事後的な処罰又は付託の懈怠  
四 第一追加議定書  
（一）総説  
（二）第一追加議定書における上官責任の射程  
五 まとめ  
第２章 アド・ホック法廷における上官責任  
一 はじめに  
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第１章 序論的検討：第二部の検討課題  
一 はじめに  
二 総説  
（一）ICCの概要  
（二）ICCにおける上官責任の概要  
（三）Bemba 事件  
（四）上官責任の成立要件：次節以下への序  
三 上官責任の主体要件  
（一）軍の指揮官と文民の上官  
（二）実質的な指揮・権限・管理  
四 不作為要件  
（一）2つの不作為の関係  
（二）28条の文言と因果関係要件  
五 主観的要件  
（一）前提としての 30条：主観的要件の一般規定  
（二）主観的要件の「下限」  
六 関与形式体系中における上官責任の位置づけ  
第２章 主体要件Ｉ：軍の指揮官と文民の上官の区別  
一 はじめに  









四 まとめ  
第３章 主体要件Ⅱ：実質的管理  
一 はじめに  
二 「実質的管理」の内実  
（一） 実質的管理の有無の判断にあたっての考慮要素  
（二） 防止・処罰能力と組織的階級構造  
三 上官の作為義務と実質的管理  
（一） 軍の指揮官と上官責任  
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（二） 文民の上官責任、特に企業犯罪への適用可能性  
四 まとめ  
第４章 不作為要件  
一 はじめに  
二 アド・ホック法廷における上官責任  
（一）処罰対象としての不作為  
（二）「実質的管理」概念   




四 単一説  
（一）ICC予審裁判部および学説の見解  
（二）アムネスティ・インターナショナルの見解  
五 まとめ  
第５章 主観的要件  
一 はじめに  
二 「知っていた」基準  
（一）前提：主観的要件の一般規定としての ICC規程 30条  
（二）30条と 28条の関係  




四 部下による犯罪の認識の時点  
五 まとめ  
第６章 ICCの関与形式体系における上官責任の位置づけ  
一 はじめに：前章までの小括  
二 ICCの関与形式  
（一）行為支配論に基づく正犯・共犯体系の採用  
（二）要件概観   
三 上官責任の性質と他の関与形式との関係  
（一）性質  
（二）他の関与形式との関係  
四 まとめ  
第三部 国内刑法と上官責任  
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第１章 日本刑法と上官責任  
一 はじめに  
二 日本の ICC 加盟と立法不作為  
（一）日本の ICC加盟と立法対応  
（二）実体法規定の国内法化の見送りとその論拠  
三 日本刑法による国際刑法上の上官責任への対応  
（一）上官責任該当行為は日本刑法上処罰可能か？  
（二）日本刑法上不可罰となる領域を国内法化によって埋める必要はあるか？ 
四 まとめ  
第２章 ドイツ語圏諸国における上官責任関連規定  
一 はじめに  
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法上の上官責任の関係の考察、および上官責任を国内法化したドイツ語圏諸国との比較法
研究を内容とする第三部の全 4部からなっている。各部の概要は以下の通りである。 



































































































 第 6 章では、ICC 規程における正犯・共犯の概念との比較を通じ、上官責任の法的性質

















































































































処罰対象としての不作為――国際刑事裁判所規程 28 条を中心に」法学政治学論究 113 号
〔2017年〕1〜34頁）に大幅に加筆した英語論文を、国際的に権威ある査読付きの学術雑誌
上で発表している（Kazuya Yokohama, ‘The Failure to Control and the Failure to 
Prevent, Repress and Submit: The Structure of Superior Responsibility under Article 
28 ICC Statute’, International Criminal Law Review, Vol. 18 (April 2018), pp. 
275-303）。ICCにおける上官責任のリーディング・ケースであるベンバ事件の検察側は、同
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事件の最終弁論後、上記論文を上訴裁判部に参考資料として追加提出するための申立てを
行った（ICC (AC), Prosecution’s Request for Leave to Present Additional Authority, 
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